
 	1		1	 概観

〈基本的価値や原則を共有する北米地域との連
携の重要性〉

現在、パワーバランスの変化や地政学的競争
の激化に伴い、自由で開かれた安定的な国際秩
序は大きく揺らいでいる。また、東シナ海や南
シナ海における中国による力又は威圧による一
方的な現状変更の試み、台湾海峡をめぐる緊張
の高まり、北朝鮮による核・ミサイル開発、さ
らには露朝間の軍事協力や中露間の軍事的連携
など、日本周辺の安全保障環境は、戦後最も厳
しく複雑な状況にある。

そのような中、価値や原則を共有するG7を
含めた同盟国・同志国との結束は、その重要性
を大きく高めている。米国は日本にとって唯一
の同盟国である。強固な日米同盟は、日本の外
交・安全保障政策の基軸であり、インド太平洋
地域の平和と繁栄の礎である。また、G7のメ
ンバーであり、普遍的価値を共有するインド太
平洋地域の重要なパートナーであるカナダとの
協力も不可欠である。日本が長年紡いできた信
頼関係に基づくこうした国々との連携は、地域
と国際社会の平和と安定を堅持するために不可
欠である。

〈米国とカナダの外交政策〉
2025年12月、米国はトランプ大統領の下

で、新たな国家安全保障戦略を公表し、「力に
よる平和」を進め、インド太平洋地域における
紛争を抑止するために同盟国等と協力すること
や、米国との間で確認してきた共通の目標であ
る「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」
についてのコミットメントを示した。また、米

国は、中東、ウクライナなど各地における紛争
の解決に向けた積極的な外交を展開しており、
日本としてもそうした米国の各地での平和の実
現を目指す外交努力を後押ししている。

カナダは、3月に首相に就任したカーニー首
相の下、米国との新たな経済・安全保障関係構
築を模索すると同時に、貿易多角化の観点か
ら、欧州やインド太平洋諸国との協力関係の強
化を推進している。2025年にはG7議長国と
して、6月のG7カナナスキス・サミットや、
3月と11月のG7外相会合等を主催し、中東や
ウクライナ情勢に関する取組を主導した。

〈日本の対北米外交〉
日本の唯一の同盟国である米国との間では、

安全保障や経済にとどまらず、あらゆる分野で
重層的な協力関係にあり、日米関係はかつてな
いほど強固で深いものとなっている。

日米両国は2025年1月から同年12月末ま
で、首脳間で計9回（うち電話会談6回）、外
相間で6回（うち電話会談1回）会談を行うな
ど、あらゆるレベルで意思疎通し、日米関係の
強化やFOIPの実現に向けた協力を確認してき
ている。

2月には、石破総理大臣が訪米し、トランプ
大統領との間で日米首脳会談を行い、FOIPの
実現に向けて緊密に協力し、日米同盟を新たな
高みに引き上げていくことを確認した。10月
には、トランプ大統領が訪日し、高市総理大臣
と日米首脳会談を行い、両首脳は日米同盟の抑
止力・対処力を一層強化していくため、幅広い
安全保障協力を進めていくことで一致するとと
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もに、関税に関する日米間の合意について両国
による迅速かつ継続的な取組を確認する文書

（「合意の実施 －日米同盟の新たな黄金時代に
向けて－」）に署名し、日米両国の経済を更に
力強く成長させることを確認した。また、両首
脳は、FOIPを力強く推進するために、緊密に
連携していくことを確認した。

また、日本とカナダの間では、2025年1月
から同年12月末まで、首脳間で3回（うち電
話会談1回）、外相間で6回（うち電話会談1
回）会談が行われた。会談では、引き続き日加
戦略的パートナーシップを強化していくことで
一致するとともに、2022年に両国間で発表し

た「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）に
資する日加アクションプラン」を着実に実施
し、FOIP実現に向けて引き続き日加間で連携
することを確認した。実際、日加情報保護協定
の署名や違法・無報告・無規制（IUU）漁業
監視活動における協力を始め、同アクションプ
ランに基づく安全保障・法の支配などの分野に
おける協力が着実に進展してきている。また、
2025年カナダが議長国を務めたG7などの国
際枠組みを通じた連携を含め、多岐にわたる外
交の推進を通じて、日加関係がより一層強化さ
れた1年となった。

 	2		2	 米国

（1）米国情勢
ア	政治

1月20日、トランプ第47代大統領が就任し、
トランプ第2期政権が発足した。トランプ大統
領は、就任演説において、「米国第一主義（ア
メリカ・ファースト）」の立場を改めて強調し、

「米国の黄金時代が始まる」と強調した。
政権発足直後から、トランプ大統領は、「米

国を再び偉大にする（Make America Great 
Again）」のスローガンの下、移民・国境対策、
米国第一の外交政策など、大統領選挙での公約
を実現するための施策を実行に移している。

（ア）米国の国内情勢
大統領に就任した1月20日、トランプ大統

領は、連邦政府の機関・職員・機能の縮小、化
石燃料開発を含む規制の緩和・撤廃の推進、出
生地主義の見直しを含む移民・国境政策、多様
性・公平性・包摂性（DEI）政策の撤回、エネ
ルギー、メキシコ湾のアメリカ湾への名称変更
等に関する42の大統領令等に署名した。

2025年の連邦議会では、1月3日、2024年
11月の連邦議会選挙の結果を受けた第119議
会が開会した。上下両院で共和党が多数を占め
るものの、民主党との議席数が僅差であること

もあり、党として統一行動をとるに当たって
は、共和党・民主党の双方において、投票にお
ける造反の防止が重要な課題となった。

7月初旬までに、連邦議会両院は、2017年
減税・雇用法（いわゆる「トランプ減税」）の
期限付項目の恒久化、政府債務の法定上限引上
げ、チップ・残業代の免税、社会保障の削減、
クリーンエネルギー支援策の撤廃等のトランプ
政権の重要施策を盛り込んだ財政調整法案（い
わゆる「一つの大きな美しい法案（One Big 
Beautiful Bill）」）を可決し、その後、トラン
プ大統領が同法案に署名し成立した。

同月中旬、トランプ政権の要請に基づき、連
邦議会共和党は、国際開発庁（USAID）や公
共放送向けの予算計90億ドルの削減から成る
2025年予算撤回法案を提出し、同法案が可決
した後、8月、トランプ政権は立法措置を経な
い国連及びその関係機関への拠出金49億ドル
の予算不履行を発表した。

民主党は、トランプ政権及び連邦議会共和党
のこれら動きに反発し、つなぎ予算の交渉で態
度を硬化させた。共和党・民主党は合意に達せ
ず、9月30日、「つなぎ予算」は期限切れを迎
えた。これにより、連邦政府の一部が閉鎖され
た。その後、連邦上院共和党指導部と同民主党
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の中道派議員の一部は、「つなぎ予算」期限の
翌年1月30日までの延長や政府閉鎖中に解雇さ
れた4,000人以上の連邦政府職員の再雇用、未
払い賃金の支払等に合意した。11月上旬、これ
ら一部民主党議員の賛成をもって連邦議会で

「つなぎ法案」が可決され、米国史上最長となっ
た43日間の連邦政府の一部閉鎖は解除された。

トランプ大統領は、南部国境非常事態宣言を
含む複数の移民・国境管理関連の大統領令に就
任初日に署名するなど、不法移民・国境対策強
化やフェンタニル等の薬物対策に重点的に取り
組んだ。

トランプ政権は、6月には、アフリカ、中東、
アジア、中米の19か国の国民の入国禁止・制限
を導入し（12月には入国禁止・制限の対象を39
か国に拡大）、11月、トランプ大統領は「第三世
界諸国」からの移民受入れの恒久的な停止と非
米国市民への連邦補助金終了等を表明した。

また、米国国務省は、査証発給に当たり、申
請者のソーシャルメディア（SNS）審査を導入
するなど、査証審査の厳格化の措置も行った。

また、6月、トランプ政権は、カリフォニア
州ロサンゼルスにおいて不法移民取締強化への
抗議運動への対応として、4,000人の州兵を派
遣した。これに対し、カリフォニア州側は、同
州知事の同意のない派遣は違法として提訴した。

トランプ政権は、連邦政府の能力と実効性を
向上させるとして、デジタル庁を「政府効率化
省（DOGE）」に改称・改編し、実業家のイー
ロン・マスク氏がDOGEを率いる役割を担った。

トランプ政権は、政府効率化の一環として、
特に対外援助（USAID）、行政規制（環境保護
庁、エネルギー省、労働省、国家労働関係委員
会等）、教育（教育省）、社会福祉（住宅都市開
発省、保健福祉省、公共放送等）を所管する省
庁等の組織改編・人員削減等に取り組んだ

（USAIDについては、7月に閉鎖された。）。な
お、5月、マスク氏はDOGEを退任し、11月、
DOGEがその役割を停止し、解体されたと報
じられた。

(1)	 Real Clear Politics世論調査平均

トランプ大統領の支持率(1)は、就任直後の
50％前後を最高値として、3月には不支持率
が支持率を逆転し、7月から12末まではおお
むね42％から46％の間で推移した。

11月、ニュージャージー州知事及びバージ
ニア州知事、ニューヨーク市長選挙が実施さ
れ、いずれも民主党候補が勝利したが、民主党
党内での中道派とプログレッシブ（急進）派の
路線対立が改めて示される契機にもなった。

（イ）米国の外交
トランプ政権は、「力による平和」を追求する

とともに、自国の国益を最優先とする米国第一
（アメリカ・ファースト）の外交政策を展開した。

トランプ政権は、政権発足直後に、パリ協定
からの離脱、世界保健機関（WHO）からの脱
退、国連人権理事会からの離脱を表明し、7月
には、国連教育科学文化機関（UNESCO）か
らの脱退を表明するなど、前政権の外交政策か
ら転換する姿勢を強く打ち出した。

トランプ政権は、政権の優先課題である移
民・薬物対策強化のため、南部国境管理を厳格
化するとともに、カナダ、メキシコ、中国など
一部の国に対して、追加関税等を通じて、対策
の強化を求めた。

また、トランプ大統領が、グリーンランドの
編入・取得に言及し、パナマ運河を取り戻すと
発言したことは、国際社会の反響を生んだ。

さらに、トランプ政権は、世界各地における
紛争の停戦・終結に向けた外交を精力的に展開
した。ウクライナや中東情勢を含め、世界各地
での外交努力を行うとともにトランプ大統領
は、8か月で八つの戦争を終わらせたと繰り返
し述べ、自身の成果を強調した。

トランプ大統領は、就任初日、対外援助を90
日間停止し、外交政策との整合性を見直すとの
大統領令に署名した。3月、ルビオ国務長官は、
USAIDの支援契約全体のうち約8割を打ち切
る方針を発表するとともに、4月にはUSAIDの
ほぼ全ての機能を国務省に再編する計画を発表

第3節　北 米

093外交青書2026

第
2
章

地
域
別
に
見
た
外
交

外交青書2026_2-3.indd   93外交青書2026_2-3.indd   93 2026/06/16   16:47:232026/06/16   16:47:23



した。その後、同長官は、7月1日に、USAID
による対外援助の正式な停止を公表した。

4月、国務省は、「アメリカ・ファースト」
の外交政策の実現のため、同省の組織改編計画
を発表した。5月、ルビオ国務長官は、ウォル
ツ国家安全保障担当大統領補佐官の退任に伴
い、同補佐官の役職も兼任することとなった。

9月、トランプ大統領は、国連総会で演説を
行い、国連が役割を果たさず、問題を解決する
のではなく、気候変動や不法移民問題といった
問題を作り出してきたと述べた。

12月、トランプ政権は、米国の本土防衛、
国防、外交政策を統括し、その指針となる文書
である「国家安全保障戦略（NSS）」を公表し
た。NSSでは、「力による平和」を進め、イン
ド太平洋地域における紛争を抑止するために同
盟国等と協力することや、米国との間で確認し
てきた共通の目標であるFOIPについてのコ
ミットメントなどが記載されており、トランプ
政権の目指す安全保障政策が明確に示された。
日米間では、首脳・外相レベルを含め多くの要
人往来が実施された。

要人往来の機会を通じて構築された首脳間等
の信頼関係の下、日米関係はかつてなく強固な
ものとなっている。日米同盟は日本の外交・安
全保障の基軸であり、インド太平洋地域の平和
と繁栄の礎である。また、日米両国はFOIPを
力強く推進するため、緊密に連携している。

イ	経済
（ア）経済の現状

米国の実質GDPは、2023年通年は前年比
2.9％増、2024年通年は前年比2.8％増とプラ
ス成長が続いた。一方、関税引上げを忌避した
駆込みでの輸入や在庫積上げの影響もあり、
2025年1月から3月までは前期比年率0.6％
減と約3年ぶりのマイナス成長を記録した。そ
の後、同年第4月から6月までは、前期の駆込
み需要の反動による輸入減少などにより、前年
同期比3.8％増とプラス成長に転じた。

(2)	 FOMC：Federal Open Market Committee

経済の先行きについては、関税措置を含む通
商政策が物価や消費等に与える影響も指摘さ
れ、その勢いが弱まる可能性がある。高い金利
水準の継続に伴う影響による下振れリスクや、
今後の通商政策など政策動向による影響に留意
する必要がある。米国民の関心を集めたインフ
レについては、消費者物価指数（CPI・前年同
月比）の伸び率が2024年7月に約3年ぶりに
3％を下回り、2025年には一時2％前半まで
低下したものの、2025年4月以降、少しずつ
上昇している。政策金利誘導目標については、
連邦公開市場委員会（FOMC）(2)は、2023年7
月以降約1年にわたり、5.25％から5.50％に
据え置いていたが、インフレ率が低下したこと
を受けて2024年9月に同目標を4.75％から
5.00％とし、約4年半ぶりに利下げを実施し
た。その後も追加利下げが複数回行われ、政策
金利誘導目標は3.75％から4.00％となった。
雇用においては、2024年に引き続き、失業率
は年間を通じ4％前後と依然として低水準で推
移し、雇用者数も緩やかに増加した。

（イ）主な経済政策
第2期トランプ政権においては、3月の議会

演説でトランプ大統領から示されたように、関
税政策、投資誘致を含む国内への産業回帰、規
制緩和、減税などに重点を置いた経済政策が推
進されてきた。中でも、1月の政権発足以降、
第2期トランプ政権は、関税措置を基軸とする
通商政策を次々と発表し、世界経済に大きな影
響を及ぼすものとして大きな注目を集めた。ト
ランプ大統領は、就任初日には、大統領覚書

「米国第一の貿易政策（America First Trade 
Policy）」を発表し、投資及び生産性を促進し、
米国の産業及び技術的優位性を強化し、経済及
び国家安全保障を擁護し、そして何よりも米国
の労働者等への恩恵をもたらす、強固で再活性
化された貿易政策を確立する方針を発表した。
トランプ政権は、2月に、カナダ、メキシコ及
び中国に対して、フェンタニルを含む不法入国
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者と麻薬による異常な脅威が国家緊急事態を構
成するとして、国際緊急経済権限法（IEEPA）(3)

に基づく追加関税を課すことを発表した（中国
に対しては同月、カナダ及びメキシコに対して
は3月に発動した。）。また、4月、貿易赤字を
削減し、貿易におけるその他の不公正かつ不均
衡な側面に対処するためとして、IEEPAに基
づく相互関税（Reciprocal Tariff）措置を発表
した。これにより、ほぼ全ての国に10%の関
税が課され、対米黒字計上国に対しては更に個
別の高い関税（上乗せ税率）が課されることと
なった。上乗せ税率については、一時停止期間
が設けられ、税率の修正が行われた後、8月に
発動した。その後、4月、9月及び11月には相
互関税の適用範囲の修正が行われ、一部農産品
の除外等が発表された。一方、IEEPAに基づ
く相互関税等は違憲又は違法であるとの訴訟が
提起され、現在（2025年12月時点）、連邦最
高裁で審理中である。

さらに、1962年通商拡大法232条に基づき、
鉄鋼・アルミニウム製品及び派生品、自動車及
び同部品、銅半製品及び派生品、木材及び派生
品、中型・大型トラック及び同部品といった広
範な分野において分野別関税が発動されてきて
いる（2025年12月時点）。そのほか、半導体、
医薬品、重要鉱物、航空機及び同部品等につい
ても、同条に基づき、国家安全保障に及ぼす影
響を判断するための調査が実施されている。こ
のような一連の米国の関税措置は、世界経済や
多角的自由貿易体制等に大きな影響を及ぼすも
のであり、日本を含む多くの国・地域が、関税
引下げを求めて米国との交渉を行った。

通商政策に加え、米国国内への生産回帰を促
す国内産業復興を目的とした経済政策も推進さ
れてきた。資源分野では、エネルギー及び重要
鉱物の国内生産の強化を図ることで、米国内の雇
用創出、外国産への依存低減及び米国内サプラ
イチェーンを強化し、更なる米国の繁栄につなげ
るため、2025年1月に、行政命令「米国エネル
ギーの解放（Unleashing American Energy）」、

(3)	 IEEPA：International Emergency Economic Powers Act

3月に、「重要鉱物の生産強化のための緊急措置
（Immediate Measures to Increase American 
Mineral Production）」が発表された。造船分
野においては、造船能力が中国等に劣ることなど
を問題視し、米国第一主義に基づく経済政策の
一環として、米国の国家・経済安全保障の確保
に向け、海事産業基盤の再建や労働力の強化を
目指す行政命令「米国の海洋支配力の回復

（Restoring America’s Maritime Dominance）」
が発表された。医薬品分野においても、同様に米
国内の生産能力強化の観点から、5月に、行政命
令「重要医薬品の国内生産を促進するための規
制 緩 和（Regulatory Relief to Promote 
Domestic Production of Critical Medicines）」
が発表された一方、行政命令「最恵国待遇の処
方薬価格を米国の患者に提供する（Delivering 
Most-Favored-Nation Prescription Drug 
Pricing to American Patients）」が同月に発表
され、医薬品メーカーに対して米国における医薬
品の販売価格引下げを求めた。AI分野において
は、AIイノベーションの加速、米国のAIインフ
ラの構築及び国際的なAIに係る外交と安全保障
の主導を柱とする「AI競争に勝つ：米国のAI行
動 計 画（Winning the Race America’s AI 
Action Plan）」が発表され、AI分野における米
国のグローバルな優位性を維持・強化するための
具体的な計画が策定された。

その他の経済政策上の大きな動きとして、7
月に、トランプ大統領が議会に可決を強く求め
ていた財政調整法案が可決され、2017年減
税・雇用法（いわゆるトランプ減税）の期限付
き項目の恒久化、チップ・残業代の免税、社会
保障の削減、クリーンエネルギーの支援策の撤
廃等の措置が実施された。

（2）日米政治関係
日米間では、首脳・外相レベルを含め多くの

要人往来が実施された。
要人往来の機会を通じて構築された首脳間等

の信頼関係の下、日米関係はかつてなく強固な
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ものとなっている。日米同盟は日本の外交・安
全保障の基軸であり、インド太平洋地域の平和
と繁栄の礎である。また、日米両国はFOIPを
力強く推進するため、緊密に連携している。

1月7日、岩屋外務大臣は訪日したブリンケ
ン国務長官と会談を行い、岩屋外務大臣から、
ブリンケン国務長官のこれまでの日米同盟に対
する貢献に謝意を述べた上で、両外相は、かつ
てなく強固になった日米関係を維持・強化する
ため、引き続き日米で緊密に連携していくこと
で一致した。

1月9日、前年12月29日に逝去したカー
ター元大統領の国葬がワシントンD.C.で行わ
れ、日本から菅義偉元総理大臣が総理特使とし
て参列した。

また、1月、米国・カリフォルニア州で大規
模な山火事が発生し、甚大な被害をもたらし
た。同月10日、石破総理大臣は山火事により
甚大な被害が発生していることを受け、バイデ
ン大統領に対して、「この悲劇の犠牲となられ
た方々に心から哀悼の意を表するとともに、負
傷された方々の早期回復の祈念、そしてこのよ
うな困難な時期に日本はアメリカ合衆国国民と
共にある。」とのお見舞いメッセージを発出し
た。同月15日には、日本は、被災者救援のた
めの支援として、米国赤十字社を通じて200
万ドルの支援を行うことを決定した。

1月20日、ワシントンD.C.を訪問した岩屋
外務大臣は、米国側からの招待を受け、日本の
外務大臣として初めて米国大統領の就任式に出
席し、翌21日には、岩屋外務大臣はルビオ国
務長官と初めてとなる外相会談を行い、岩屋外
務大臣からルビオ国務長官の就任への祝意を述
べ、両外相は、今後も日米同盟を新たな高みに
引き上げるとともに、FOIPの実現に向け、日
米で協力していくことで一致した。さらに、両
外相は、かつてなく強固になった日米関係を維
持・強化するため、引き続き日米で緊密に連携
していくことで一致した。

2月7日、ワシントンD.C.を訪問した石破総
理大臣は、トランプ大統領と対面で初めてとな
る日米首脳会談を行った。両首脳は、厳しく複

雑な安全保障環境に関する情勢認識を共有し、
FOIPの実現に向けて緊密に協力し、日米同盟
を新たな高みに引き上げていくことを確認し、
日米同盟の抑止力・対処力を高めることで一致
した。石破総理大臣からは、日本の防衛力の抜
本的強化への揺るぎないコミットメントを表明
し、トランプ大統領はこれを歓迎した。トラン
プ大統領は、米国による核を含むあらゆる能力
を用いた、日本の防衛に対する米国の揺るぎな
いコミットメントを強調した。両首脳は、日米
安全保障条約第5条が尖

せん
閣諸島に適用されるこ

とを改めて確認した。また、両首脳は、辺
へ

野古
における普天間飛行場代替施設の建設及び普天
間飛行場の返還を含む沖縄統合計画に従った在
日米軍再編の着実な実施へのコミットメントを
確認した。両首脳は、中国をめぐる諸課題や
核・ミサイル問題及び拉致問題を含む北朝鮮へ
の対応といった地域情勢について意見交換を
行った。また、両首脳は、日米豪印、日米韓、
日米比（フィリピン）といった同志国連携を更
に強化していくことの重要性を確認した。両首
脳は、かつてなく強固になった日米関係を維持・
強化するため、引き続き日米で緊密に連携して
いくことで一致し、日米首脳共同声明を発出し
た。最後に、石破総理大臣はトランプ大統領に
対して、早期の日本への公式訪問を招待した。

3月13日、G7外相会合に出席するため、カ
ナダ・シャルルボワを訪問中の岩屋外務大臣
は、ルビオ国務長官と日米外相会談を行った。
両外相は、2月の日米首脳会談の成果を踏まえ、
日米同盟の抑止力・対処力の一層の強化に向け

日米首脳会談 
（2月7日、米国・ワシントンD.C.　写真提供：首相官邸ホームページ）
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た協力を進めていくことを確認するとともに、
首脳会談で一致した在日米軍再編の着実な実施
へのコミットメントを再確認した。また、日米
経済関係の更なる強化に向けて緊密に意思疎通
を行っていくことを改めて確認した。岩屋外務
大臣から、鉄鋼・アルミニウム製品に対する追
加関税措置について、措置の対象から日本を除
外するよう申し入れてきたにもかかわらず、日
本が除外されない形で追加関税の賦課が開始さ
れたことは遺憾であると伝え、また、相互関税
や自動車関税等の関税措置について、日本が対
象になるべきではないと申し入れた。

3月29日、石破総理大臣は日米硫黄島戦没者
慰霊合同追悼顕彰式に出席するため、硫黄島を
訪問した。同式典には、日本側からは、石破総
理大臣を始めとする政府関係者、逢沢一郎衆議
院議員（硫黄島問題懇話会会長）、新藤義孝衆
議院議員（硫黄島協会遺族代表）を始めとする
国会議員、硫黄島協会関係者（硫黄島戦没者遺
族）を含む約130人が参列した。米国側からは、
ヘグセス国防長官、ヤング在日米国大使館臨時
代理大使、スミス海兵隊総司令官、ミルズ米国
硫黄島協会議長、バイス米国硫黄島協会会長、
米国連邦議会議員を含む約160人が参列した。
同式典に参列した石破総理大臣は、日米双方の
戦没者と遺族に対し、追悼の言葉を述べた。そ
の中で、石破総理大臣は、日本の平和への誓い、
そして、世界に平和と繁栄をもたらす日米同盟
を新たな高みに引き上げていく決意を表明した。

日米硫黄島戦没者合同慰霊追悼顕彰式に続
き、日本側参列者は、天山慰霊碑に場所を移し、

日本側による戦没者慰霊追悼顕彰式を執り行
い、石破総理大臣は、追悼の辞を述べた。また、
石破総理大臣は、島内の遺骨収集現場を訪れた。

4月7日、石破総理大臣は、トランプ大統領と
電話会談を行った。石破総理大臣は、2月の日
米首脳会談の成果を踏まえ、トランプ大統領と
の間で、日米関係全体を更に発展させていくと
ともに、FOIPの実現に向け共に協力していくこ
とを確認した。また、経済分野について、石破
総理大臣から、日本が5年連続で最大の対米投
資国であると述べつつ、米国の関税措置により
日本企業の投資余力が減退することを強く懸念
するとの考えを伝えた上で、関税ではなく、投
資の拡大を含め、日米双方の利益になる幅広い
協力の在り方を追求すべきであると述べ、措置
の見直しを求めた。両首脳は、引き続き率直か
つ建設的な協議を続けていくことを確認した。

5月23日、石破総理大臣は、トランプ大統領
と電話会談を行った。両首脳は、米国の関税措
置に関する日米協議や経済安全保障に係る協力
や外交・安全保障をめぐる諸課題について幅広
く意見交換を行った。その中で、トランプ大統
領から、同大統領による先の中東訪問の成果に
ついて説明があり、これに対し、石破総理大臣
から、米国による外交努力に敬意を表すると述
べた。石破総理大臣から、米国の関税措置に係
る日本の立場を伝え、関税措置に関する日米協
議について、現在、赤澤亮正経済再生担当大臣
がワシントンD.C.に向かっているところであり、
閣僚間で生産的な協議が行われることを期待す
ると述べ、トランプ大統領もそれに賛同した。
また、石破総理大臣から、G7カナナスキス・サ
ミットの機会に対面での会談を楽しみにしてい
ると述べ、これに対し、トランプ大統領から、
同様に楽しみにしているとの発言があった。

5月29日、石破総理大臣はトランプ大統領
と電話会談を行った。両首脳は、5月23日の
電話会談に続いて、外交・安全保障、経済にま
たがる幅広い分野で日米の協力を一層前進させ
るため意見交換を行うとともに、米国の関税措
置に関する日米協議についても意見交換を行っ
た。その中で、石破総理大臣からは、米国の関日米硫黄島戦没者合同慰霊追悼顕彰式で献花する石破総理大臣 

（3月29日、硫黄島　写真提供：首相官邸ホームページ）
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税措置に係る日本の考えを伝え、両首脳は、今
後、更に担当閣僚間で議論を詰めていくことで
一致した。

6月13日、石破総理大臣は、トランプ大統
領と電話会談を行った。石破総理大臣から、こ
れまでの米国の関税措置に関する日米協議の結
果も踏まえつつ、米国の関税措置に係る日本の
考えを改めて伝えた。両首脳は、日米双方に
とって利益となる合意の実現に向け、担当閣僚
間での協議を加速させていくことで一致した。
また、両首脳は、現下のイスラエルによるイラ
ンに対する攻撃をめぐる対応についても意見交
換を行い、中東地域の平和と安定は極めて重要
であるとの認識を共有し、緊密に意思疎通を続
けていくことで一致した。

6月16日、G7カナナスキス・サミット出席の
ためカナダを訪問した石破総理大臣は、トラン
プ大統領と会談を行った。両首脳は、FOIPを推
進し、両国が世界の平和と繁栄に一層貢献する
ため、日米同盟を更に強化していくことを確認し
た。また、米国による一連の関税措置に関し、
両首脳は率直な議論を行い、担当閣僚に対し、
更に協議を進めるよう指示することで一致した。

6月25日、北大西洋条約機構（NATO）首
脳会合等の関連行事に出席するためオランダ・
ハーグを訪問した岩屋外務大臣は、ルビオ国務
長官との間で、日米外相会談を行った。両外相
は、現下の中東情勢について意見交換を行い、
岩屋外務大臣からは、イスラエル・イラン間の
停戦発表は重要な進展であり歓迎すると述べ、
今後、着実に実施に移されていくことが重要で

あると述べた。両外相は、中東の平和と安定の
ための更なる外交努力の必要性で一致し、今後
も緊密に意思疎通を続けることを確認した。ま
た、米国の関税措置に関しても意見交換を行
い、日米双方にとって利益となる合意の実現に
向け、担当閣僚間の協議を後押ししていくこと
を確認した。

7月1日、日米豪印外相会合に出席するため
にワシントンD.C.を訪問中の岩屋外務大臣は、
ルビオ国務長官との間で日米外相会談を行っ
た。冒頭、岩屋外務大臣から、国際情勢が激し
く動く中で日米が緊密に意思疎通することは極
めて重要であると述べ、両外相は、今後も日米
同盟を更なる高みに引き上げていくことで一致
した。また、インド太平洋地域が直面する諸課
題やこの地域において日米両国が果たすべき役
割について議論し、日米両国がFOIPの実現に
向け、具体的な協力を積み重ねていくことの重
要性で一致した。さらに岩屋外務大臣から、日
米豪印外相会合を主催した米国のイニシアティ
ブを高く評価すると述べ、両外相は、日米豪印、
日米韓、日米比などの地域のパートナーとの同
志国連携を更に進めていくことを確認した。両
外相は、日米同盟の抑止力・対処力の一層の強
化に向けた議論も行い、日米安全保障協議委員
会（「2＋2」）開催に向け調整を進めていくこと
を確認し、米国の関税措置に関しては日米双方
にとって利益となる合意の実現に向け、担当閣
僚間の協議を後押ししていくことを改めて確認
した。最後に、両外相は、地域情勢について意
見交換を行い、中国をめぐる諸課題や台湾海峡

G7カナナスキス・サミットにおける日米首脳会談（6月16日、カナダ・
カナナスキス　写真提供：首相官邸ホームページ） 日米外相会談（7月1日、米国・ワシントンD.C.）
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の平和と安定の重要性を確認した。また、核・
ミサイル問題を含む北朝鮮情勢についても、北
朝鮮の完全な非核化に向けての確固たるコミッ
トメントを改めて確認し、また、拉致問題の即
時解決について、岩屋外務大臣から引き続きの
協力を求め、ルビオ国務長官から支持を得た。

7月18日から20日、ベッセント財務長官が
率いる米国大統領代表団が訪日し、18日に石破
総理大臣を表敬した。石破総理大臣から、米国
大統領代表団の訪日を歓迎すると述べ、7月19
日の米国のナショナルデーは、強固な日米同盟、
日米友好関係を示す機会となることを期待する
と述べた。また、石破総理大臣は、米国大統領
代表団との間で、幅広い分野での日米協力につ
いても意見交換を行い、その中でウクライナ、
中東、アジアの安全保障はつながっており、日
米で更に協力を強固にしていきたいということ、
日本の平和と安全の確保に日本として主体的に
取り組み、防衛力の強化には引き続き取り組ん
でいくこと、経済・経済安全保障分野でも日米
で連携すべき分野が多くあること等を伝えた。

同代表団は、19日には大阪・関西万博で開
催された米国のナショナルデー関連行事に出席
した。同行事には、日本からは赤澤経済再生担
当大臣が出席し、公式式典において日本政府の
代表としてスピーチを行った。

高市内閣発足後、10月25日、東南アジア諸
国連合（ASEAN）関連首脳会議に出席するた
めマレーシア・クアラルンプールを訪問中の高
市総理大臣は、トランプ大統領と初の電話会談
を行った。冒頭、トランプ大統領から、高市総

理大臣の就任への祝意が述べられた。高市総理
大臣から、日米同盟の強化は、日本の外交・安
全保障政策の最重要事項であると伝達し、両首
脳は、日米同盟を更なる高みに引き上げていく
ために協力していくことを確認した。また、高
市総理大臣から、日本はインド太平洋地域にお
ける米国の不可欠なパートナーであり、FOIP
を共に実現していきたいと述べた。さらに、同
月の中東における合意を実現したトランプ大統
領のリーダーシップに敬意を表すると述べた。
高市総理大臣から、拉致問題の即時解決に向け
ても、引き続きの理解と協力を求めた。高市総
理大臣から、トランプ大統領を日本にお迎えで
きることを楽しみにしていると述べ、トランプ
大統領からも、高市総理大臣に直接お会いする
機会を楽しみにしているとの発言があった。

10月28日、高市総理大臣は、訪日中のトラ
ンプ大統領と日米首脳会談及び署名式等を行っ
た。高市総理大臣から、トランプ大統領の訪日
を歓迎した上で、日米同盟の発展へのこれまで
の同大統領の貢献、中東を始めとする国際社会
における同大統領の指導力に敬意を示した。ま
た、高市総理大臣から、日米同盟はインド太平
洋地域の平和と繁栄の礎であるとともに、その
更なる強化は、日本の外交・安全保障政策の最
優先事項であると述べた上で、米国にとって
も、日本はインド太平洋における不可欠なパー
トナーであることを強調した。

その上で、高市総理大臣から、日米同盟は、
今や世界で最も偉大な同盟であり、これを基軸
として力強い日本外交を取り戻す決意を伝え、
日米両国をより強く、豊かにする日米同盟の新
たな歴史を共に創り上げていきたいと述べた。

これに対し、トランプ大統領は、高市総理大
臣の就任に対する温かい祝意が示された上で、
今後、日米関係は、今まで以上に強固なものと
なっていくと考えており、日米は最も強固な同
盟国であると述べた。また、トランプ大統領
は、日本にとって必要な時は、いつでも助けに
なると強調した上で、高市総理大臣との間で素
晴らしい関係を築くことができるだろうと述べ
た。また、両首脳は、来年の米国建国250周

ベッセント財務長官率いる米国大統領代表団による石破総理大臣表敬 
（7月18日、東京　写真提供：首相官邸ホームページ）
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年を共に祝い、日米の友好・交流関係を一層発
展させていくことを確認した。

両首脳は、日米同盟の抑止力・対処力を一層
強化していくため、幅広い安全保障協力を進め
ていくことで一致した。高市総理大臣は、戦後
最も厳しく複雑な安全保障環境において、これ
まで一貫して防衛力の抜本的強化の必要性を訴
えてきており、就任直後から行動に移している
と述べ、日本として主体的に防衛力の抜本的強
化と防衛費の増額に引き続き取り組んでいく決
意を表明した。トランプ大統領からは、日本が
防衛力を大幅に強化していることを承知してい
ると言及があった。

両首脳は、関税に関する日米間の合意につい
て両国による迅速かつ継続的な取組を確認する
文書（「合意の実施 －日米同盟の新たな黄金時
代に向けて－」）に署名し、日米両国の経済を
更に力強く成長させることを確認した。また、
両首脳は、重要鉱物及びレアアースに関する文
書（「採掘及び加工を通じた重要鉱物及びレア
アースの供給確保のための日米枠組み」）に署
名し、重要鉱物・レアアースに加え、AIを始
めとした重要技術、造船など、幅広い分野にお
いて、経済安全保障の取組を一層強化していく
ことでも一致した。

高市総理大臣は、FOIPを、日本外交の柱と
して、引き続き力強く推進し、時代に合わせて
進化させていく決意を示した上で、両首脳は、
FOIPを力強く推進するために、緊密に連携し
ていくことを確認した。また、両首脳は、その
ビジョンの下で、日米韓、日米比、日米豪印と
いった地域の同志国ネットワークを強化してい
く重要性を確認した。

両首脳は、7月にカンボジアとタイの間で、
また、10月には中東において、それぞれ停戦
合意が実現するなど、世界各地における平和に
向けた取組についても意見交換を行い、高市総
理大臣から、日本は、米国にとっての平和の取
組の「伴走者」であると述べた。両首脳は、今
後予定される外交日程等も念頭に、インド太平
洋地域が直面する情勢や諸課題についても意見
交換を行った。両首脳は、中国、北朝鮮、ロシ

アの連携や軍事活動の活発化など、かつてなく
厳しく、複雑な地域の安全保障環境についても
意見交換を行った。両首脳は、中国をめぐる諸
課題について意見交換を行い、両首脳は、力又
は威圧による一方的な現状変更の試みに反対
し、日米で緊密に連携していくことを確認し
た。両首脳は、台湾海峡の平和と安定の重要性
を改めて確認した。

両首脳は、北朝鮮情勢について認識を共有
し、核・ミサイル問題に共に対処する必要性
や、北朝鮮の完全な非核化に向けた確固たるコ

共同声明署名式（10月28日、東京　写真提供：首相官邸ホームページ）

同共同声明署名後に握手を交わす高市総理大臣とトランプ大統領 
（10月28日、東京　写真提供：首相官邸ホームページ）

日米首脳会談 
（10月28日、東京　写真提供：首相官邸ホームページ）
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ミットメントを確認した。
拉致問題の即時解決について、高市総理大臣

から、引き続きの理解と協力を求め、トランプ
大統領から全面的な支持を得た。また、両首脳
は、拉致被害者御家族とも面会した。

同28日、高市総理大臣はトランプ大統領と
共に横須賀に入港中の米空母「ジョージ・ワシ
ントン」を訪問した。両首脳は、自衛隊員及び
在日米軍人に対して激励の挨拶を行い、高市総
理大臣は、インド太平洋を自由で開かれたもの
とし、地域の平和と繁栄の礎とする決意を述
べ、トランプ大統領と共に世界で最も偉大な同
盟となった日米同盟を更なる高みに引き上げて
いく覚悟であると述べた。

10月28日、茂木外務大臣は、トランプ大統
領の訪日と併せて日本を訪問中のルビオ国務長
官との間で、外務大臣就任後初となる日米外相
会談を行った。冒頭、茂木外務大臣から、ルビ
オ国務長官の訪日を歓迎するとともに、世界で
最も偉大な日米同盟を世界に示すため、ルビオ
国務長官と緊密に連携していきたいと述べた。

また、茂木外務大臣から、拉致被害者御家族と
面会いただいたことへの感謝を述べた。ルビオ
国務長官からは、安全保障分野、経済分野を含
む日米同盟を強化していきたいと述べた。両外
相は、日米間で、具体的な安全保障協力を進
め、日米同盟の抑止力・対処力を強化していく
ことで一致した。両外相は、経済分野に関して
も意見交換を行った。茂木外務大臣から、日米
間の合意の実施に加え、経済安全保障面の取組
を更に推進していくことの重要性を強調した。
また、茂木外務大臣から、中東、ウクライナ、
カンボジア・タイなど、世界各地における米国
の外交努力を強く支持すると述べ、両外相は、
中国をめぐる諸課題や核・ミサイル問題及び拉
致問題を含む北朝鮮への対応において協力して
いくことで一致した。両外相は、FOIPの実現
に向け、日米韓、日米比、日米豪印などの同志
国連携を更に進めていくことを確認した。

11月25日、高市総理大臣は、トランプ大統
領と電話会談を行った。高市総理大臣から、
10月のトランプ大統領訪日を報じる記事への
同大統領による高市総理大臣宛手書きメッセー

拉致被害者御家族等との面会（10月28日、東京　写真提供：首相官邸ホームページ）

高市総理大臣とトランプ大統領による米空母「ジョージ・ワシントン」訪問
（10月28日、横須賀　写真提供：首相官邸ホームページ）

茂木外務大臣就任後初となる日米外相会談（10月28日、東京）
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ジの発出についての謝意やウクライナ和平に向
けた米国の取組への評価を伝えた。また、両首
脳は、日米同盟の強化やインド太平洋地域が直
面する情勢や諸課題について、幅広く意見交換
を行った。その中で、トランプ大統領から、同
月に行われた米中首脳会談を含む最近の米中関
係の状況につき説明があった。さらに、高市総
理大臣から、トランプ大統領からの質問に答え
て、先に行われたG20ヨハネスブルグ・サミッ
トについて説明した。両首脳は現下の国際情勢
の下で、日米間の緊密な連携を確認した。トラ
ンプ大統領からは、高市総理大臣とは極めて親
しい友人であり、いつでも電話をしてきてほし
いとの発言があった。

2026年1月2日、高市総理大臣は、トランプ
大統領と電話会談を行った。高市総理大臣から、
米国が建国250周年を迎えることに対する祝意
を伝えた。また、高市総理大臣から、ウクライ
ナや中東など、世界各地での平和を実現するた
めのトランプ大統領の外交努力に対し、改めて
敬意を表した。また、両首脳は、この記念すべ
き年を日米同盟の新たな歴史を切り拓

ひら
く1年と

するため、日米間の友好関係や、経済や安全保
障を含む裾野の広い日米協力を一層深めていく
ことを確認し、日米韓を含む同志国連携やFOIP
を共に力強く推進していくことを確認した。ま
た、両首脳は、インド太平洋地域を中心に意見
交換を行い、現下の国際情勢の下での日米の緊
密な連携を確認した。トランプ大統領からは、
高市総理大臣の米国訪問への招待があり、両首
脳は、2026年春の訪問に向けて具体的に調整す
ることで一致した。さらに、両首脳は、今後も
緊密に意思疎通を続けていくことを確認した。

（3）日米経済関係
日米経済関係は、安全保障、人的交流と並ん

で強固な日米同盟を支える主な要素の一つであ
り、日本と米国は、経済面でも最も緊密なパー
トナーである。例えば、日本は、米国内の直接
投資残高で6年連続世界最大の対米投資国

（2024年は8,192億ドル）であり、2022年に
は約97万人の雇用を創出した（英国に次ぎ2

位）。2025年は、米国による広範な関税措置
を含む通商政策が、日米両国の経済関係に大き
な影響を及ぼした1年だった。その中でも、日
本企業による多大かつ長きにわたる貢献を含む
強固な日米経済関係を背景に、率直かつ建設的
な議論を様々なレベルで重ねた結果、同年7月
に日米両国の利益になる形での合意に至り、経
済安全保障を含めた日米間の協力を一層進化さ
せていく基盤を築くことができた。以下、経緯
を概観する。

2月7日に米国・ワシントンD.C.で行われた
石破総理大臣とトランプ大統領の初の対面での
会談では、両首脳は、日本が最大の対米投資国
であることを始め、経済面で両国が緊密なパー
トナーであることを確認した。石破総理大臣か
らは、対米投資額を1兆ドルといういまだかつ
てない規模まで引き上げたい、そのために共に
取り組んでいきたいと伝達し、トランプ大統領
からは、日本企業による対米投資に対する強い
歓迎の意が示された。また、両首脳は、両国に
おけるビジネス環境を整備して投資・雇用を拡
大していくこと、互いに産業を強化するととも
にAIや先端半導体等の技術分野における開発
で世界をリードすること、さらに、成長するイ
ンド太平洋の活力を取り込む取組を力強く推進
していくことを通じて、日米のパートナーシッ
プを更に高い次元に引き上げていくとの認識で
一致した。加えて、日米双方に利のある形で、
液化天然ガス（LNG）輸出増加も含め、両国
間でエネルギー安全保障の強化に向けて協力し
ていくことを確認した。

米国の関税措置については、2月、1962年
通商拡大法第232条に基づく分野別関税とし
て、全世界を対象に25%の鉄鋼・アルミ関税

（その後6月に50%に引上げ）が発表された。
3月には自動車・同部品に対して同様に25%
の分野別関税が発表された。さらに4月2日、
ト ラ ン プ 大 統 領 が、 国 際 緊 急 経 済 権 限 法

（IEEPA）に基づく「相互関税」を発表し、日
本に対する同税率は24%とされた。これを受
け、政府として、4月8日、石破総理大臣を本
部長として、内閣に米国の関税措置に関する総
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合対策本部を設置し、米国の関税措置に関し総
合的な対応を図った。外務省においては、4月
10日、岩屋外務大臣を本部長とする日米経済
協議対策本部を設置し、対応に当たった。

その後、米国の関税措置に関する日米間の協
議についての日本側担当閣僚として、赤澤経済
再生担当大臣が指名され、4月から9月まで、
計10回にわたり訪米し、「関税より投資」の考
えの下、関税引下げのための協議を重ねた。最
終的に7月22日、日米間で合意に至った。同合
意では、日本からの輸入品に対する相互関税に
ついては「上乗せなし」で15％とすること（す
なわち、既存の関税率が15％以上の品目には
相互関税は課されず、15％未満の品目について
は既存の関税率を含め15％の相互関税が課さ
れること）となった。また、日本に対する自動
車・同部品関税も、同様に「上乗せなし」で
15％の扱いとなった。さらに、日本の医薬品と
半導体について、仮に将来、分野別関税が課さ
れる際も、日本がEU等の第三国・地域に劣後
しないとの確約を得るとともに、日本産の航空
機や航空機部品に対していかなる関税も課され
ないこととなった。同時に、経済安全保障及び
国家安全保障上の利益を促進するため、日本企
業による米国への投資を通じて、日米が共に利
益を得られる強靱

じん
なサプライチェーンを構築し

ていくために日米で緊密に連携をしていくこと
で合意した。具体的には、半導体や医薬品、エ
ネルギー等経済安全保障上重要な分野におい
て、5,500億ドル規模の対米投資を促進するこ
とを確認した。その後、9月4日、トランプ大
統領は、7月22日の合意に基づき、日本に対す
る関税の引下げ措置に関する大統領令に署名し
た。同日、赤澤経済再生担当大臣はラトニック
商務長官との間で、前述の米国への戦略的投資
イニシアティブについて、日米の共通理解を確
認するための了解覚書に署名した。同日、日米
両国は、7月22日の日米間の合意におけるコ
ミットメントを再確認する共同声明を発出した。

10月28日、高市総理大臣は、訪日中のトラ
ンプ大統領と共に、関税に関する日米間の合意
について、両国による迅速かつ継続的な取組を

確認する文書（「合意の実施 －日米同盟の新た
な黄金時代に向けて－」）や、重要鉱物及びレ
アアースに関する文書（「採掘及び加工を通じ
た重要鉱物及びレアアースの供給確保のための
日米枠組み」）に署名した。また、両首脳は、
AIを始めとした重要技術、造船など、幅広い
分野において、経済安全保障の取組を一層強化
していくことでも一致した。この機会に、閣僚
間でも様々な意見交換が行われ、茂木外務大臣
は、ルビオ国務長官との間で日米外相会談を行
い、経済安全保障面の取組を更に推進していく
ことの重要性を強調したほか、ラトニック商務
長官との間でも、経済安全保障の強化に向けた
日米間の協力を含む幅広い分野について意見交
換を行い、今後の日米関係強化のために様々な
レベルで連携を深めていくことを確認した。

連邦政府と並んで、特色豊かな各州とも緊密
な関係を築くことは、多層的かつ広範な日米経
済関係の深化につながると考えられる。2025
年には、日米の民間経済人の対話により相互理
解の促進を図る日米財界人会議や、日本と米国
の各地域との相互交流の促進を図る日本・米国
中西部会・日米合同会議や日本・米国南東部
会・日米合同会議が日本で対面開催された。そ
のほか、個別の機会でもメリーランド州、ハワ
イ州の知事などが訪日した。

日米経済関係の土台を草の根レベルから強化
するため、政府は一丸となって対日理解促進に取
り組んでいる。2017年の「グラスルーツからの
日米関係強化に関する政府タスクフォース」の立
上げ以降、日系企業による地域経済への貢献を
発信する「草の根キャラバン」を始め、各省庁・
機関の協力の下で、各地域の特徴や日本への関
心の高さに応じたテイラーメイドの関係構築が進
められている。これまでに、例えば、日・カリフォ
ルニア州間の更なる脱炭素化の取組を促進する
ために水素ウェビナーを開催したほか、アーカン
ソー州、ネブラスカ州、ケンタッキー州、メリー
ランド州、アリゾナ州、ネバダ州など、全米各地
で、地域の産業や関心に応じ、シンポジウムや
ワークショップ、ネットワークイベントを実施し、
草の根レベルでの日米連携を推進してきている。
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日本で最も人気のあるスポーツの一つである野球。野球の本場メジャーリーグにおける日本人選手
の活躍は、米国でも連日報道され、人々を熱狂させています。

その野球を初めて日本に紹介したとされる人物が、米国メイン州出身のホーレス・ウィルソンです。
ウィルソン氏は、明治時代に「お雇い外国人」として来日し、旧開成学校（後の東京大学）で英語と
数学を教えていました。その授業のかたわら生徒に紹介したのが、当時まだ日本に伝わっていなかっ
た野球です。その功績がたたえられ、2003年にウィルソン氏は東京・後楽園にある日本の野球殿堂
入りを果たし、旧学士会館には記念碑が建てられました。しかしながら、ウィルソン氏の功績は、米
国どころか地元メイン州の人々にも全く知られていませんでした。

2025年2月2日、在ボストン日本国総領事館は、メイン州出身・在住のライアン・シェイファー・
ワシントンDC日米協会会長と協力し、メイン州ポートランド市において、日米野球交流の象徴であ
るウィルソン氏の功績を顕彰するイベントを開催しました。イベントには、ボストン・レッドソック
スの吉田正尚

たか
選手、メイン州議会初の日系米国人議員のエリー・サトウ・メイン州下院議員、マー

ク・ダイオン・ポートランド市長らが参加しました。また、吉田選手が、築200年になるウィルソン
氏の生家を訪問し、現在もそこに住むウィルソン氏の御親族との面談を果たした様子は、日米双方の
メディアでも取り上げられました。

さらには、このイベントを契機に、メイン州で日本関連の活動を行っている個人や団体が協力し、
ウィルソン氏の記念碑を地元に設立する活動が始まりました。この活動は、その後ホーレス・ウィル
ソン記念碑設立委員会の発足に発展し、サトウ議員を始めとする委員が精力的に活動しています。

7月には、ウィルソン氏がもたらした日米の野球の絆
きずな

を記念して、メイン州ポートランド市を本拠
地とするボストン・レッドソックス傘下のマイナーリーグ・チーム、ポートランド・シードッグスの
ホーム・ゲームで「ジャパン・ナイト」が初めて開催されました。試合前に挨拶した髙橋総領事はス
ピーチの中で、野球が日米友好の架け橋として果たしてきた役割を強調しつつ、「日本とメイン州の歴
史に刻まれる新たな1ページ」として、記念碑設立委員会の発足に祝意を表しました。

ウィルソン氏の蒔
ま

いた種が、日米両国民の架け橋となって、生まれ故郷で花開こうとしています。

ウィルソン氏の生家にて、ボストン・レッドソックス吉田正
尚選手とウィルソン氏の親族のアビゲイル・バルコム氏

ポートランド・シードッグスにおけるジャパン・ナイト
（左端は髙橋総領事）

「日本野球のルーツ」ホーレス・ウィルソン
在ボストン日本国総領事館
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 	3		3	 カナダ

（1）カナダ情勢
カナダでは、2025年3月、約9年間首相を

務めたトルドー首相が首相を退任し、与党・自
由党党首選挙で勝利したマーク・カーニー氏が
首相に就任した。カーニー首相は、4月末に実
施された連邦下院議会選挙でも、改選343議
席中169議席を獲得して勝利したものの、自
由党少数政権が継続した。カーニー新政権発足
時の閣僚は38人（閣内大臣28人、閣外大臣
10人）であり、新入閣は24人（うち13人は
初当選）、閣内大臣は男女同数（14人）、全10
州から閣僚が任命された。少数政権のため、野
党各党との是々非々での議会協力が続いている
が、同年11月及び12月保守党議員2人が自由
党へ鞍

くら
替えし、下院議席数が自由党は過半数議

席まで1議席に迫っている。
経済面について、2025年11月のカナダ財

務省の連邦予算方針によれば、同年の実質
GDP成長率は1.1％（前年1.5％）、失業率は
7.0％（前年5.4％）、消費者物価指数（CPI）
の年間平均値は2.1％（前年平均値2.4％）の
見通しとなっている。また、米国による関税措
置と将来の貿易ルールに対する不確実性がもた
らすマイナスの影響、政府による積極的な財政
措置により、2025年度は783億加ドルの財政
赤字が予想されている（前年12月の見込みで
は422億加ドルの財政赤字）。

外交面では、2025年のG7議長国として、6
月にG7カナナスキス・サミットを、3月と11
月にG7外相会合を主催し、中東やウクライナ
情勢を含めて幅広い事項に関する取組を主導し
た。また、伝統的に安定してきた米加関係にも
大きな動きがあった。米国政府による一連の関
税措置の一環で、カナダは3月から不法移民や
フェンタニルの流入を理由とした25％の関税
を全製品に対して課された（8月に35％に引
上げ）（米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）
準拠品は除外、エネルギー及び肥料は10％）。
また、他国同様、各種分野別関税が賦課され

た。これを受けて、カナダ政府は米国の一部の
品目に対し、対抗関税措置を発動した。3月に
首相に就任したカーニー首相は、米国との新た
な経済・安全保障関係構築を模索すると同時
に、貿易多角化の観点から、欧州やインド太平
洋諸国との協力関係の強化を推進した。

ASEAN諸国とは、2025年7月にアナンド
外相が第32回ASEAN地域フォーラム（ARF）
閣僚会合に出席し、10月にカーニー首相が
ASEAN関連首脳会議に出席するなど、2023
年9月に確立した「戦略的パートナーシップ」
に基づき関係を強化しており、2026年中のカ
ナダ・ASEAN間の貿易協定締結に向け、交渉
を加速化させている。2025年9月には、イン
ドネシアのプラボウォ大統領がカナダを訪問
し、ASEAN加盟国との間では初めて、インド
ネシアとの包括的経済連携協定に署名した。

対中関係では、2024年にカナダ政府は、中国
の不公正な貿易慣行を理由に中国製電気自動車

（EV）及び、中国からの鉄鋼・アルミニウム製
品に対しての追加関税を賦課し、これ対して中
国政府は、2025年3月、カナダ産菜種、水産物
や豚肉等に対して追加関税を課した。さらにカ
ナダ政府は6月以降、中国製鉄鋼製品への関税
割当の設定及び中国で製錬・鋳造された鋼・ア
ルミニウムを含有する製品への追加関税を賦課
するなど、追加関税措置の応酬が続いていた。
こうした中、2024年7月のジョリー外相の訪中
に続き、2025年10月にアナンド外相が訪中し、
11月のAPEC首脳会議の際には、カーニー首相
と習

しゅう
近
きん

平
ぺい

国家主席との間で、約8年ぶりの加中
首脳会談が実施された。2026年1月、李

り
強

きょう
国

務院総理の招待を受け、カーニー首相は、カナ
ダ首相としては約8年ぶりに訪中した。同月16
日に実施された習近平国家主席との加中首脳会
談では、「新たな戦略的パートナーシップ」に関
する首脳共同声明や、「加中経済・貿易ロード
マップ」など七つの二国間協力に関する文書・
覚書が締結され、2024年以降に加中両国間で課
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日本で最も人気のあるスポーツの一つである野球。野球の本場メジャーリーグにおける日本人選手
の活躍は、米国でも連日報道され、人々を熱狂させています。

その野球を初めて日本に紹介したとされる人物が、米国メイン州出身のホーレス・ウィルソンです。
ウィルソン氏は、明治時代に「お雇い外国人」として来日し、旧開成学校（後の東京大学）で英語と
数学を教えていました。その授業のかたわら生徒に紹介したのが、当時まだ日本に伝わっていなかっ
た野球です。その功績がたたえられ、2003年にウィルソン氏は東京・後楽園にある日本の野球殿堂
入りを果たし、旧学士会館には記念碑が建てられました。しかしながら、ウィルソン氏の功績は、米
国どころか地元メイン州の人々にも全く知られていませんでした。

2025年2月2日、在ボストン日本国総領事館は、メイン州出身・在住のライアン・シェイファー・
ワシントンDC日米協会会長と協力し、メイン州ポートランド市において、日米野球交流の象徴であ
るウィルソン氏の功績を顕彰するイベントを開催しました。イベントには、ボストン・レッドソック
スの吉田正尚

たか
選手、メイン州議会初の日系米国人議員のエリー・サトウ・メイン州下院議員、マー

ク・ダイオン・ポートランド市長らが参加しました。また、吉田選手が、築200年になるウィルソン
氏の生家を訪問し、現在もそこに住むウィルソン氏の御親族との面談を果たした様子は、日米双方の
メディアでも取り上げられました。

さらには、このイベントを契機に、メイン州で日本関連の活動を行っている個人や団体が協力し、
ウィルソン氏の記念碑を地元に設立する活動が始まりました。この活動は、その後ホーレス・ウィル
ソン記念碑設立委員会の発足に発展し、サトウ議員を始めとする委員が精力的に活動しています。

7月には、ウィルソン氏がもたらした日米の野球の絆
きずな

を記念して、メイン州ポートランド市を本拠
地とするボストン・レッドソックス傘下のマイナーリーグ・チーム、ポートランド・シードッグスの
ホーム・ゲームで「ジャパン・ナイト」が初めて開催されました。試合前に挨拶した髙橋総領事はス
ピーチの中で、野球が日米友好の架け橋として果たしてきた役割を強調しつつ、「日本とメイン州の歴
史に刻まれる新たな1ページ」として、記念碑設立委員会の発足に祝意を表しました。

ウィルソン氏の蒔
ま

いた種が、日米両国民の架け橋となって、生まれ故郷で花開こうとしています。

ウィルソン氏の生家にて、ボストン・レッドソックス吉田正
尚選手とウィルソン氏の親族のアビゲイル・バルコム氏

ポートランド・シードッグスにおけるジャパン・ナイト
（左端は髙橋総領事）

「日本野球のルーツ」ホーレス・ウィルソン
在ボストン日本国総領事館
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された特定品目への関税を大幅に引き下げるな
ど、加中貿易に関する暫定取決めが発表された。

対韓関係では、11月のAPEC首脳会議の際
に加韓首脳会談が行われ、加韓安全保障・防衛
協力パートナーシップで合意したことが発表さ
れた。

インドとの関係では、2023年のカナダ国内
でのシーク教徒殺害事案の発生以降、緊張関係
が続いていたが、6月のG7カナナスキス・サ
ミットの際に加印首脳会談が行われた。8月末、
両国は、相手国への在外公館長の再派遣を発表
し、10月、アナンド外相が訪印した。

ウクライナ情勢への対応では、カナダは英国
とフランスが主導する有志連合に参加し、退任
直前のトルドー首相が2月に、カーニー首相が
8月にウクライナを訪問するなど、対露制裁や
ウクライナ支援を継続している。2022年2月
以降、カナダ政府は、総額65億加ドルの軍事
支援を含め、総額220億加ドル（約2兆5,150
万円）の支援にコミットしている。

イスラエル・パレスチナ情勢への対応では、
9月の国連総会でカーニー首相は、カナダがパ
レスチナ国家の承認を行うことを発表した。7
月には新たに4,000万加ドルの支援を発表する
など、ガザの人道状況改善のため、カナダ政府
として総額3億4,000万加ドル（約388億円）
の人道支援を発表している。

（2）日・カナダ関係
また、日本とカナダの間では、2025年1月

から同年12月まで、首脳間で3回（うち電話

会談1回）、外相間で6回（うち電話会談1回）
の会談が行われた。

3月13日、G7シャルルボワ外相会合に出席
するためカナダを訪問中の岩屋外務大臣は、
ジョリー外相との間で外相会談を実施した。両
外相は、G7を始めとする同盟国・同志国間の
協力の重要性について確認し、岩屋外務大臣か
らは、日本として2025年のカナダG7議長年
の成功に向けて最大限の支援をしていくことを
述べた。両外相は、日加情報保護協定が実質合
意に至ったことを歓迎した。

5月2日、石破総理大臣は、カーニー首相と
電話会談を実施した。石破総理大臣から、カナ
ダ連邦議会選挙における勝利に対して、カー
ニー首相に祝意を伝え、厳しい国際情勢が続く
中、2025年G7サミット議長でもあるカーニー
首相と協力して、様々な課題に対応していきた
いと述べた。

5月29日、岩屋外務大臣は、アナンド外相
と電話会談を実施した。岩屋外務大臣から、外
務大臣就任に対する祝意を述べ、両外相は早期
に対面で会談を実施することで一致した。

6月16日、G7カナナスキス・サミットに出
席するためカナダを訪問中の石破総理大臣は、
カーニー首相と首脳会談を行った。石破総理大
臣からは、G7サミット開催に際するカーニー
首相のリーダーシップに敬意を表するととも
に、カナダで発生している山火事の被害に遭っ
た方々へのお見舞いを伝えた。両首脳は、
2025年に実質合意された情報保護協定及び防
衛装備品・技術移転協定に早期に署名し、発効

日加外相会談（3月13日、カナダ・シャルルボワ）
日加首脳会談 

（6月16日、カナダ・カナナスキス　写真提供：首相官邸ホームページ）
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済みの物品役務相互提供協定を通じた協力と合
わせ、安全保障分野の日加協力を強化すること
で一致した。また、両首脳は、日本企業が参画
するカナダ産LNGや小型モジュール原子炉な
どの事業の進展を歓迎するとともに、蓄電池、
重要鉱物分野などの経済分野における日加協力
の可能性についても議論を行った。

6月25日、NATO首脳会合関連行事等に出
席した岩屋外務大臣は、アナンド外相と会談を
実施した。岩屋外務大臣から、カナダがインド
太平洋地域で実施している違法漁業監視活動や
日本周辺海域における北朝鮮籍船舶の「瀬取
り」(4)を含む違法な海上活動に対する警戒監視
活動に触れつつ、同地域に対するカナダのコ
ミットメントを歓迎した。

7月8日、岩屋外務大臣は、訪日中のアナン
ド外相と日加外相会談や日加情報保護協定の署

(4)	 ここでの「瀬取り」は、2017年9月に採択された国連安保理決議第2375号が国連加盟国に関与などを禁止している、北朝鮮籍船舶に対する又
は北朝鮮籍船舶からの洋上での船舶間の物資の積替えのこと

名式等を実施した。両外相は、同情報保護協定
の署名を歓迎した上で、防衛装備品・技術移転
協定及び刑事共助条約についても早期の署名を
実現することで一致した。両外相は、カナダが
2025年のG7議長国を務めていることも念頭
に、引き続き両国間及びG7で連携していくこ
とを確認した。

11月1日、APEC首脳会議に出席するため、
韓国・慶

キョンジュ
州を訪問中の高市総理大臣は、カー

ニー首相と日加首脳会談を行った。冒頭、カー
ニー首相から、高市総理大臣の就任について祝
意が伝えられ、高市総理大臣からは、祝意に対
する謝意を述べるとともに、2025年G7議長
を務めるカーニー首相のリーダーシップに深い
敬意を表した。両首脳は、FOIPの実現に向け
て、「FOIPに資する日加アクションプラン」
を土台として、緊密に協力していくことで一致
した。高市総理大臣から、カナダは極めて重要
なパートナーであると述べ、両首脳は安全保
障、エネルギー安全保障、食料安全保障を含む
経済分野等幅広い分野での協力を進めていくこ
とを確認した。両首脳は、核・ミサイル問題及
び拉致問題を含む北朝鮮への対応を始めとする
地域情勢について、緊密に連携していていくこ
とで一致した。

11月6日、茂木外務大臣は、アナンド外相
と電話会談を実施した。アナンド外相から茂木
外務大臣の就任に対する祝意が示され、これに

日加外相会談（6月25日、オランダ・ハーグ）

日加外相会談（7月8日、東京）

日加首脳会談（11月1日、韓国・慶州　写真提供：首相官邸ホームページ）
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対し、茂木外務大臣から謝意を述べるととも
に、2025年G7議長国を務めるカナダのリー
ダーシップに敬意を表した。両外相は、今後の
G7外相会合における連携を含め、協力を強化
していくことを確認した。

11月11日、G7外相会合に出席するために
カナダ・ナイアガラを訪問中の茂木外務大臣
は、アナンド外相と会談を実施した。茂木外務
大臣から、2025年G7議長国を務めるカナダ
のリーダーシップに敬意を表し、両外相は、

「FOIPに資する日加アクションプラン」を土
台として、緊密に協力していくことで一致し実
質合意済みの防衛装備品・技術移転協定及び刑
事共助条約の早期署名に向けて協力していくこ
とを確認した。その後、防衛装備品・技術移転
協定については2026年1月、刑事共助条約に
ついては2025年12月に両政府間で署名がな

(5)	 CPTPP：Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership

された。
経済・貿易分野においては、日本は、インド

太平洋における自由で公正な経済秩序の維持・
強化に向け、環太平洋パートナーシップに関す
る包括的及び先進的な協定（CPTPP）(5)の新規
加入、一般見直しなどの議論を進める上でカナ
ダと協力した。また、オタワ・グループでの議
論を含め、世界貿易機関（WTO）改革につい
ても連携した。また、2023年に作成された
バッテリー・サプライチェーンに関する協力覚
書に基づく対話の第2回会合が8月に東京で開
催された。会合では、日加間のグローバルな
バッテリー・サプライチェーンの構築に向け
て、両国で前回の対話以降進めてきた具体的な
アクションプランについて確認し、引き続き両
国の政策情報の交換、貿易・投資促進策、研究
開発について更なる取組を進めていくことで一
致した。エネルギー分野では、6月、日本企業
が参画するLNGカナダプロジェクトの出荷が
始まり、カナダ産LNGの日本を含むアジアへ
の供給が開始された。さらに、カナダ・オンタ
リオ州が進める原子力の小型モジュール炉

（SMR）の建設プロジェクトにおいては、日本
企業が開発に携わるSMRが採用された。科学
技術分野においては、2023年に作成された量
子・AI等の産業科学技術分野に関する協力覚
書に基づく連携が進められている。

日加外相会談（11月11日、カナダ・ナイアガラ）
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